
はじめに 

横浜市の水道は、わが国最初の近代水道として明治20年（1887年）10月17日に給水を開始しま

した。 

 戸数わずか100戸ばかりの静かな村であった横浜は、安政５年（1858年）、徳川幕府が日米修好

通商条約を締結して開港地に定めたことにより、人口の増加や市街の発展など、急成長をとげま

した。 

 市街の急成長に伴い、当時の住民は水を求めて井戸を掘りましたが、横浜は沼地や海岸を中心

に埋め立てて拡張されてきたため、飲料に適した良質な水には恵まれませんでした。華やかな洋

館の立ち並ぶ繁栄の裏で、水不足と疾病の流行や大火事に悩まされるなど、住民の不便は言葉で

は言い表すことができない状況でした。 

 そこで神奈川県は、英国人技師ヘンリー・スペンサー・パーマー氏を顧問として招き、相模川

の上流に水源を求めました。明治18年（1885年）、ヨーロッパの先進技術を取り入れた、日本で

初めての近代水道の建設に着手し、明治20年（1887年）10月に給水を開始しました。 

 その後、この近代水道は、函館や長崎など通商・貿易のために外国船に開放された開港場で建

設され、続いて大阪や東京などの大都市でも相次いで建設されていきました。 

 給水開始当初は水道に関する法律もなく、横浜もまだ市として独立していない時代であったた

め、水道事業は神奈川県の手によって運営されていました。明治22年（1889年）４月、市制施行

により横浜市が誕生し、翌年の明治23年（1890年）２月に水道の全国普及と水道事業の市町村

経営を内容とする水道条例が制定されました。これに伴い、水道事業は市町村が経営するとい

う原則が確立したため、同年４月、水道事業は県から移管され、横浜市が運営することとなりま

した。  

以来、横浜水道は、発展を続ける市勢の水需要に対処するため、拡張工事と施設の改良を行っ

てきましたが、現在は維持管理の時代へと移り、老朽化した施設の更新や大規模地震に備えた耐

震化などの危機管理対策に取り組むとともに、効率的、効果的な執行体制を構築してきました。 

横浜市水道局は、今後も「横浜水道長期ビジョン」に掲げる基本理念“暮らしとまちの未来を

支える横浜の水”のもと、安全で良質な水を安定してお届けするとともに、地域や社会からの要

請に適切に応えることで、安心な市民生活と経済・産業など活力あふれる都市活動の源となり、

横浜の未来を支えていくことを目指します。 
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第１章 横浜水道のあらまし 

 本市の給水区域は市の行政区域の全域を計画しており、水源開発と施設の拡充を進めることに

より安定給水の推進を図り、現在、水道普及率は100％に達しています。水需要の動向に関して

は、昭和40年代の高度成長期には、本市の人口は毎年10万人前後増加し、給水量も急激な伸びを

示しましたが、現在は拡大型都市から成熟型都市へと至る過渡期を迎え、「横浜水道長期ビジョ

ン（平成28年３月策定）」では、人口減少の影響や産業構造の変化などにより本市の水需要は減

少すると推計しています。 

また、長期ビジョンでは、20年後から30年後の水道事業を見据えた際に根幹となる基本的な考

え方として「暮らしとまちの未来を支える横浜の水」を基本理念として掲げるとともに、５つの

領域（住宅、地域、都市、広域、国際）を切り口に目指す将来の姿を表し、皆さまとの共有を図

っています。また、「安全で良質な水」「災害に強い水道」「環境にやさしい水道」「充実した情報

とサービス」「国内外における社会貢献」「持続可能な経営基盤」の６つを重点的な取組の方向性

として事業を推進しています。 

本市は水道水の水源を、道志川、相模川及び酒匂川に求めています。道志川系統は相模川の支

流である道志川を水源とするもので、明治30年に取水を開始し、１日当たり172,800m3の水利権を

保有しています。相模湖系統は相模川河水統制事業によって築造された相模湖を水源とするもの

で、１日当たり480,000m3（水道事業394,000m3、工業用水道事業86,000m3 ）の水利権を保有して

います。馬入川系統は、相模川総合開発事業により築造された津久井湖を水源とし、放流水を相

模川の下流寒川地点で取水するもので、１日当たり530,700m3（水道事業284,700m3、工業用水道

事業246,000m3 ）の水利権を保有しています。 

また、神奈川県、横浜市、川崎市及び横須賀市を構成団体とする、神奈川県内広域水道企業団

（以下、「企業団」という。）からは、丹沢湖を水源とする酒匂川系統と宮ヶ瀬湖を水源とする相

模川系統の２系統により受水しており、本市は１日当たり1,104,200m3の配分水量を保有してい

ます。 
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（１） 水道事業の沿革

1887年（明治20年） 近代水道工事完成 市内給水開始 

1889年（明治22年） 市制施行 

1890年（明治23年） 水道条例公布 

1898年（明治31年） 第１回拡張工事着工 

1901年（明治34年） 第１回拡張工事完成 

1910年（明治43年） 第２回拡張工事着工 

1912年（明治45年） 横浜市水道給水条例公布 

1915年（大正４年） 第２回拡張工事完成 

1924年（大正13年） 横浜市水道給水工事施行規程制定 

1926年（大正15年） 船舶給水事業市営開業 

1929年（昭和４年） 震災復興事業完成 

1930年（昭和５年） 第３回拡張第１期工事着工 

1937年（昭和12年） 第３回拡張第１期工事完成 

第３回拡張第２期工事着工 

1940年（昭和15年） 第４回拡張第１期工事着工 

1941年（昭和16年） 第３回拡張第２期工事完成 

第４回拡張第２期工事着工 

1947年（昭和22年） 相模ダム完成 

1951年（昭和26年） 相模原沈でん池完成 

1952年（昭和27年） 地方公営企業法施行 

1954年（昭和29年） 第４回拡張工事完成 

1956年（昭和31年） 第５回拡張工事着工 

1957年（昭和32年） 水道法施行 

1961年（昭和36年） 第５回拡張工事完成 

第６回拡張工事着工 

1965年（昭和40年） 第６回拡張工事完成 

城山ダム完成 

第７回拡張工事着工 

1969年（昭和44年） 神奈川県内広域水道企業団設立 

1971年（昭和46年） 第７回拡張工事完成 

第８回拡張工事着工 

1974年（昭和49年） 企業団の一部給水開始 

1978年（昭和53年） 三保ダム完成
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1979年（昭和54年） 企業団の創設事業完成 

1980年（昭和55年） 第８回拡張工事完成 

企業団の相模川水系建設事業着工 

1987年（昭和62年） 近代水道100周年記念事業実施 

1998年（平成10年） 船舶給水事業の港湾局への移管 

2001年（平成13年） 宮ケ瀬ダム本格稼動 

2007年（平成19年） 近代水道120周年記念事業実施 

  企業団の相模川水系建設事業（第１期）完成 

2012年（平成24年）   近代水道創設125年プロジェクト実施 

2014年（平成26年）   鶴ケ峰浄水場廃止 

 川井浄水場膜ろ過施設（セラロッカ）運転開始 

2016年（平成28年）   道志水源林100年記念式典の開催 

2017年（平成29年） 近代水道130周年記念事業実施 

2021年（令和３年）   西谷浄水場再整備事業着工 

西谷浄水場（再整備事業前） 

西谷浄水場（Ｒ14年度完成予想図） 
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（２） 横浜市の水道の仕組み

ア 横浜市の水源及び浄水場

本市は、道志川系統、相模湖系統、馬入川系統、企業団（下段参照）酒匂

川系統、企業団相模川系統の５系統の水源を保有しています。 

水源系統図 

本市の水道の水源と保有水源量 

本市の工業用水道の水源と保有水源量 

水源系統図 

6



イ 水道水が届くまで（水道システム）

ダムや河川を水源とし、様々な施設を利用して、お客さまに安全で良質な水

を安定的にお届けしています。 
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（３） 横浜市水道事業概況

総 人 口 人 3,753,771 3,776,146 3,768,363

給 水 人 口 人 3,753,726 3,776,102 3,768,321

普 及 率 ％ 100 100 100

総 戸 数 戸 1,893,153 1,907,727 1,922,073

給 水 戸 数 戸 1,893,132 1,907,706 1,922,053

普 及 率 ％ 100 100 100

一 日 平 均 給 水 量 m3 1,114,891 1,136,938 1,120,388

一 日 最 大 給 水 量 m3 (7/25)1,183,600 (12/31)1,203,800 (7/18)1,184,400

負 荷 率 ％ 94.2 94.4 94.6

年 間 給 水 量 m3 408,050,000 414,982,500 408,941,600

(△0.9) (1.7) (△ 1.5)

年 間 有 収 水 量 m3 377,675,472 384,916,115 381,632,117

(△0.6) (1.9) (△ 0.9)

有 収 率 ％ 92.6 92.8 93.3

無収及び無効水量 m3 30,374,528 30,066,385 27,309,483

水 道 料 金 円 69,369,996,809 69,517,169,882 73,959,938,231

(△0.6) (0.2) (6.4)

水 道 利 用 加 入 金 円 1,725,939,000 1,392,002,250 1,443,045,000

販 売 単 価 円 169.02 164.20 176.20

生 産 原 価 円 174.76 172.48 170.58

差 引 円 △ 5.74 △ 8.28 5.62

全 用 途 平 均 m3 16.6 16.8 16.5

家 事 用 m3 14.3 15.1 14.7

業 務 用 m3 46.4 38.0 37.7

一 般 用 m3 ― ― ―

公 衆 浴 場 用 m3 889.3 907.4 920.7

km 9,314 9,323 9,337

（注）　１ 「人口」、「戸数」及び「送配水管延長」は各年度末数値。 　４　　料金収入等は

２ 給水量等の欄の各数値は、船舶供給水量、消防用水量を含んでいます　５　　原価計算は、

３ 年間給水量、年間有収水量、水道料金各欄の（　）内は対前年度伸び  算出していま
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3,768,664 3,767,635 3,769,150 ―

3,768,622 3,767,595 3,769,110 ―

100 100 100 ―

1,939,155 1,952,882 1,968,872 1,985,020

1,939,135 1,952,862 1,968,852 1,985,000

100 100 100 100

1,104,752 1,102,818 1,103,188 1,106,000

(6/30)1,179,400 （7/12）1,174,000 （7/8）1,174,100 ―

93.7 93.9 94.0 ―

403,234,300 403,631,300 402,663,800 403,835,000

(△ 1.4) (0.1) (△ 0.2)

374,825,897 372,967,332 372,638,422 373,951,000

(△ 1.8) (△ 0.5) (△ 0.1)

93.0 92.4 92.5 92.6

28,408,403 30,663,968 30,025,378 29,884,000

76,385,645,175 76,553,315,953 76,820,432,895 76,250,279,000

(3.3) (0.2) (0.3)

1,377,303,000 1,328,204,500 1,342,119,500 1,439,900,000

185.28 186.62 187.43 185.37

179.22 186.13 191.48 198.19

6.06 0.49 △ 4.05 △ 12.82

16.1 15.9 15.8 15.7

― ― ― ―

― ― ― ―

16.1 15.9 15.8 15.7

917.7 955.6 932.8 1014.5

9,346 9,357 9,377 ―

は税込み、原価計算は税抜きです。

、各年度の「地方公営企業決算状況調査表」作成要領に基づいて

ます。

7 (予算)4 5 6
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（ ４ ）  給水量需要の推移

１人当り

世帯 人 ％ 人 m3 ℓ

3 ◎ 1,194,464 3,250,887 100.0 3,250,261 (9/6) 1,554,000 478

4 1,216,528 3,272,180 100.0 3,271,682 (9/4) 1,607,000 491

5 1,234,554 3,288,464 100.0 3,287,961 (7/29) 1,535,000 467

6 1,248,009 3,300,513 100.0 3,300,066 (7/12) 1,601,000 485

7 ◎ 1,261,330 3,307,136 100.0 3,306,991 (7/24) 1,532,000 463

8 1,278,088 3,320,087 100.0 3,319,697 (7/3) 1,409,000 424

9 1,300,794 3,339,594 100.0 3,339,267 (9/2) 1,448,000 434

10 1,327,406 3,368,939 100.0 3,368,659 (9/9) 1,452,000 431

11 ◎ 1,351,166 3,392,937 100.0 3,392,663 (12/31) 1,435,000 423

12 1,370,346 3,426,651 100.0 3,426,406 (7/18) 1,507,000 440

13 1,400,851 3,461,545 100.0 3,461,315 (7/16) 1,517,000 438

14 1,433,127 3,496,927 100.0 3,496,727 (7/22) 1,428,000 408

15 ◎ 1,461,030 3,527,295 100.0 3,527,172 (7/11) 1,358,200 385

16 1,486,429 3,555,473 100.0 3,555,384 (7/8) 1,383,000 389

17 1,477,587 3,579,133 100.0 3,579,051 (7/27) 1,372,000 383

18 1,503,831 3,602,263 100.0 3,602,186 (7/14) 1,312,000 364

19 ◎ 1,531,033 3,627,420 100.0 3,627,356 (7/24) 1,292,000 356

20 1,556,816 3,651,428 100.0 3,651,365 (7/24) 1,309,300 359

21 1,577,579 3,671,776 100.0 3,671,715 (7/15) 1,314,500 358

22 1,583,344 3,689,603 100.0 3,689,547 (7/22) 1,310,100 355

23 ◎ 1,594,871 3,691,693 100.0 3,691,638 (7/12) 1,294,100 351

24 1,606,472 3,697,006 100.0 3,696,951 (7/17) 1,268,000 343

25 1,617,839 3,702,551 100.0 3,702,496 (7/10) 1,254,000 339

26 1,631,395 3,710,008 100.0 3,709,960 (7/8) 1,223,100 330

27 ◎ 1,645,245 3,726,167 100.0 3,726,119 (7/13) 1,224,400 329

28 1,660,256 3,731,293 100.0 3,731,248 (8/31) 1,218,000 326

29 1,673,662 3,733,234 100.0 3,733,189 (7/12) 1,210,000 324

30 1,690,932 3,740,172 100.0 3,740,127 (7/19) 1,217,400 325

R元 ◎ 1,710,900 3,748,781 100.0 3,748,736 (7/25) 1,183,600 316

2 1,753,389 3,778,318 100.0 3,778,274 (12/31) 1,203,800 319

3 1,767,218 3,775,352 100.0 3,775,310 (7/18) 1,184,400 314

4 1,781,879 3,771,961 100.0 3,771,919 (6/30) 1,179,400 313

実 5 ◎ 1,799,480 3,771,766 100.0 3,771,726 (7/12) 1,174,000 311

績 6 1,817,762 3,771,063 100.0 3,771,023 (7/8) 1,174,100 311

予

算

(注) 1 世帯数、総人口、普及率、給水人口は、各年10月１日現在。

2 有収水量は、船舶供給水量（平成10年８月までは船舶給水料金水量）、消防用水量を含む。

－ － －

年　度
最　大　給　水　量

１　日　最　大
給水人口普 及 率総 人 口世 帯 数

7 － － －
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１　日　平　均 １人当り １　日　平　均 １人当り

％ m3 ℓ ％ m3 ℓ

84.8 1,317,200 405 87.5 1,152,578 355 ◎ 3

82.5 1,325,789 405 88.0 1,167,277 357 4

85.5 1,312,800 399 88.6 1,163,689 354 5

82.1 1,315,000 398 89.1 1,171,419 355 6

83.7 1,281,800 388 90.4 1,159,274 351 ◎ 7

87.6 1,234,100 372 90.8 1,121,099 338 8

85.4 1,236,700 370 91.0 1,125,909 337 9

85.1 1,236,000 367 91.2 1,127,779 335 10

85.9 1,232,600 363 91.4 1,126,187 332 ◎ 11

81.7 1,230,981 359 91.8 1,129,425 330 12

80.1 1,214,556 351 92.2 1,119,895 324 13

84.1 1,200,908 343 92.8 1,114,038 319 14

87.7 1,190,624 338 92.4 1,100,126 312 ◎ 15

87.3 1,207,913 340 92.1 1,112,371 313 16

88.7 1,217,313 340 91.1 1,109,497 310 17

91.6 1,201,729 334 92.0 1,105,930 307 18

92.6 1,195,993 330 92.6 1,107,053 305 ◎ 19

91.1 1,192,187 327 92.0 1,096,351 300 20

90.3 1,187,495 323 91.5 1,087,035 296 21

91.0 1,192,101 323 91.7 1,092,881 296 22

91.1 1,179,379 319 90.6 1,067,944 289 ◎ 23

91.9 1,165,152 315 91.4 1,065,319 288 24

91.9 1,152,071 311 92.0 1,059,929 286 25

93.5 1,143,245 308 91.1 1,041,277 281 26

92.1 1,127,804 303 92.2 1,039,427 279 ◎ 27

92.8 1,130,606 303 91.8 1,038,135 278 28

93.3 1,128,999 302 92.3 1,042,130 279 29

92.7 1,128,378 302 92.2 1,040,767 278 30

94.2 1,114,891 297 92.6 1,031,900 275 ◎ R元

94.4 1,136,938 301 92.8 1,054,565 279 2

94.6 1,120,388 297 93.3 1,045,567 277 3

93.7 1,104,752 293 93.0 1,026,920 272 4

93.9 1,102,818 292 92.4 1,019,036 270 ◎ 5 実

94.0 1,103,188 293 92.5 1,020,927 271 6 績

予

算

3 ◎の年度は366日。

有　収　水　量

－

年度負 荷 率
平　均　給　水　量

有 収 率

71,106,000 － - 1,025,000 －
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（５） 横浜市保有水源等 
                                     

区        分 保 有 水 量 
内      訳 

水道事業 工業用水道事業 

道 志 川 系 統 172,800 172,800 －－ 

相 模 湖 系 統 480,000 394,000 86,000 

馬 入 川 系 統    

相 模 川 総 合 開 発 事 業 489,000 243,000 246,000 

相 模 川 高 度 利 用 事 業 Ⅰ 41,700 41,700 －－ 

    

企 業 団 酒 匂 川 系 統 605,200 605,200 －－ 

    

    

企 業 団 相 模 川 系 統 499,000 499,000 －－ 

    

    

合         計 2,287,700 1,955,700 332,000 

（注）道志川系統以外は他の水道事業者との共同開発。 

 

（６） 共同開発における事業者別保有水源等 
 

事 業 者 

相模川河水統制事業 相模川総合開発事業 相模川高度利用事業Ⅰ 

水 量 水量比率 水 量 水量比率 水 量 分 担 率 

 m3/日 ％ m3/日 ％ m3/日 ％ 

横 浜 市 480,000 44.44 489,000 37.73 41,700 48.26 

神 奈 川 県 120,000 11.11 247,000 19.06 37,600 43.54 

川 崎 市 480,000 44.44 ※1) 413,000 31.87 －－ －－ 

横 須 賀 市 －－ －－ 147,000 11.34 7,100 8.20 

計 1,080,000 100 1,296,000 100 86,400 100 

（注）比率は水道事業者毎に四捨五入としているため、内訳と合計が一致しないことがあります。 

※1 水利使用許可（令和６年 10月 21日）において、最大取水量の内訳は川崎市 271,000m3/日、 
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（単位：m3/日）（令和７年３月末現在） 

流水占用許可年月日 
摘       要 

当   初 現   行 

明治20年10月17日 

（給水開始） 

 令和６年３月21日 

 

横浜市水道（鮑子）（2.0m3/s） 

  許可期限 令和15年３月31日 

昭和13年11月８日 平成24年８月23日 
第１次河水統制事業 

  許可期限 令和13年３月31日 

  
    

昭和38年１月７日 平成24年８月23日   許可期限 令和13年３月31日 

平成９年３月31日 平成24年８月23日   許可期限 令和13年３月31日 

   

昭和46年12月21日 令和４年３月25日 企業団 

    酒匂川総合開発事業 

    許可期限 令和13年３月31日 

平成13年３月30日 平成30年３月16日 企業団 

    相模川水系建設事業 

    許可期限 令和８年３月31日 

   

 
 
 

（令和７年３月末現在） 

酒匂川総合開発事業 相 模 川 水 系 建 設 事 業 

配分水量 配 分 率 
配  分  水  量 

配 分 率 
社 家 寒 川 計 

m3/日 ％ m3/日 m3/日 m3/日 ％ 

605,200 38.69 238,400 260,600 499,000 38.4 

406,600 25.99 313,100 342,500 655,600 50.4 

532,500 34.04 11,200 12,200 23,400 1.8 

20,000 1.28 58,300 63,700 122,000 9.4 

1,564,300 100 621,000 679,000 1,300,000 100 

 

企業団142,000m3/日となっている。 
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（７） 年度別・月別給水量

区 分 

月 別 

R元 ２ ３ 

給 水 量 構成比 給 水 量 構成比 給 水 量 構成比 

m3 ％ m3 ％ m3 ％ 
４ 33,280,900 8.16 33,570,800 8.09 33,753,900 8.25 

５ 34,264,700 8.40 34,551,200 8.33 34,553,600 8.45 

６ 33,394,700 8.18 33,808,900 8.14 33,568,800 8.21 

７ 34,591,800 8.48 34,676,600 8.36 34,956,400 8.55 

８ 34,678,000 8.50 36,326,000 8.75 34,537,200 8.45 

９ 33,394,400 8.18 34,116,100 8.22 33,035,000 8.07 

小 計 203,604,500 49.90 207,049,600 49.89 204,404,900 49.98 

10 34,304,700 8.41 35,311,900 8.51 34,695,100 8.48 

11 33,564,800 8.22 34,304,100 8.27 33,661,500 8.23 

12 35,091,700 8.60 36,056,900 8.69 35,303,100 8.63 

１ 34,351,800 8.42 35,460,000 8.54 34,991,200 8.56 

２ 32,737,700 8.02 31,983,800 7.71 31,528,400 7.72 

３ 34,394,800 8.43 34,816,200 8.39 34,357,400 8.40 

小 計 204,445,500 50.10 207,932,900 50.11 204,536,700 50.02 

合 計 408,050,000 100.00 414,982,500 100.00 408,941,600 100.00 

区 分 

月 別 

４ ５ ６ 

給 水 量 構成比 給 水 量 構成比 給 水 量 構成比 

m3 ％ m3 ％ m3 ％ 
４ 33,127,800 8.22 32,730,200 8.11 32,981,700 8.19 

５ 33,945,800 8.42 33,426,900 8.28 33,686,000 8.37 

６ 33,474,800 8.30 32,894,000 8.15 33,024,200 8.20 

７ 34,644,100 8.59 34,900,200 8.65 34,721,800 8.62 

８ 33,906,200 8.41 33,917,400 8.40 33,728,200 8.38 

９ 32,966,300 8.17 32,922,300 8.16 32,891,100 8.17 

小 計 202,065,000 50.11 200,791,000 49.75 201,033,000 49.93 

10 34,343,300 8.52 34,227,200 8.48 33,856,600 8.41 

11 33,158,600 8.22 33,293,500 8.25 33,207,400 8.25 

12 34,845,200 8.64 34,909,400 8.65 35,012,500 8.70 

１ 34,286,100 8.50 34,184,600 8.47 34,356,400 8.53 

２ 30,943,400 7.68 32,079,700 7.94 31,348,300 7.77 

３ 33,592,700 8.33 34,145,900 8.46 33,849,600 8.41 

小 計 201,169,300 49.89 202,840,300 50.25 201,630,800 50.07 

合 計 403,234,300 100.00 403,631,300 100.00 402,663,800 100.00 
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